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【施設数・延床面積・人口一人当たり面積】 【老朽化の状況】

インフラ施設の状況

猿払村公共施設等総合管理計画（概要版）

公共施設（建築物）の状況

公共施設等総合管理計画の位置づけ

計画の対象範囲と計画期間

公共施設等の課題と公共施設等総合管理計画の基本方針

【下水道】【上水道】（年度別整備状況）

【ユニバーサルデザイン化の推進】
バリアフリーは、障がいによりもたらされるバリア（障壁）に対処するとの考え方であるのに対し、ユニバーサルデザインはあらかじめ、障がいの

有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が利用しやすいよう都市や生活環境をデザインする考え方（内閣府：障害者基本計画）です。

今後の施設更新の際は、施設の機能や目的、利用状況などを考慮しながら、このユニバーサルデザインの視点を持って建物を設計し、障がい

の有無、年齢、性別、人種等に関わらず多様な人々が施設を利用しやすい環境を整えます。

【脱炭素への推進】
国は地球温暖化への対策として公共部門における太陽光発電の導入を進め、令和12（2030）年度までに国・地方公共団体が保有する設置可

能な建築物屋根等の50％に太陽光発電を導入し、令和22（2040）年度には100％の導入を目指しています。

猿払村では施設の更新の際に太陽光発電の導入のみならず、再生可能エネルギーの活用、建築物における ZEBの実現、省エネルギー改修の

計画的な実施等を推進し、脱炭素化に努めます。
人口は令和３（202１）年度住民基本台帳による人数(２，６７５人)で算出

国においては、急速に進行するインフラの老朽化対策として、平成25（2013）年11月にインフラ長寿命化基本計画を策定しています。これを

受けて、平成26（2014）年４月の総務大臣通知では、地方公共団体に対し、速やかに公共施設等総合管理計画を策定するよう要請していま

す。

こうした国の動向を踏まえ、本村における公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するための計画として、本計画を位置づけることと

します。

インフラ長寿命化基本計画

各省庁による策定 猿払村公共施設等総合管理計画

学校河川道路…

（個別施設計画）

学校河川道路…

（行動計画） （行動計画）
本村が策定する計画

（個別施設計画）

（基本計画）

施設分類 主な施設 

公
共
施
設
（
建
築
物
） 

文化系施設 農村環境改善センター、浜猿払交流センターなど 

スポーツ・レクリエーション系施設 スポーツセンター、道の駅さるふつ公園など 

産業系施設 猿払村営牧野育成舎、猿払村堆肥センターなど 

学校教育系施設 各小中学校、学校給食センターなど 

子育て支援施設 保育所など 

病院施設 猿払村国民健康保険病院、浅茅野診療所など 

保健・福祉施設 介護施設、保健福祉総合センターなど 

行政系施設 猿払村役場、消防猿払支署など 

公営住宅 各公営住宅、教員住宅など 

供給処理施設 一般廃棄物最終処分場、リサイクルセンターなど 

その他 猿払村火葬場、各バス待合所など 

イ
ン
フ
ラ
施
設 

道路 村道 187 路線、総延長 241,953.44m 

橋梁  

上水道  

下水道  

 

平成29（2017）年度
～令和8（2026）年度

計画期間「10年間」

令和4（2021）年度末時点で、本村が所有する村道は187路線あり、そ

の総延長は241,953.44ｍとなっています。

柱３ 安全性の確保と長寿命化

公共施設・インフラ資産の計画的な維持管理

村民の理解を得られるサービス水準の持続的な確保

柱１ 施設保有量の適正化

柱２ 管理運営の効率化 全庁的な推進体制づくり

村民とのコミュニケーション

適切な現状把握と評価

計画の推進体制

【総量の削減目標】
効率的かつ効果的な管理運営に努めながら、持続可能な公共施設マネジメントを推進するための指標として、計画期間の最終年度である令和8

（2026）年度における施設総量の削減目標を「現状の施設総量のうち、7.8％程度を削減」と設定します。
施設分類 施設数 棟数 

延床面積 

（㎡） 
割合 

人口一人当たり 

面積（㎡） 

市民文化系施設 10 11 5,359.1 4.9% 2.0 

スポーツ・レクリエーション系施設 6 21 8,265.2 7.6% 3.1 

産業系施設 7 34 27,637.1 25.3% 10.3 

学校教育系施設 10 28 20,397.6 18.6% 7.6 

子育て支援施設 2 3 1,656.4 1.5% 0.6 

病院施設 4 5 2,831.0 2.6% 1.1 

保健・福祉施設 4 4 3,613.2 3.3% 1.4 

行政系施設 7 12 6,567.7 6.0% 2.5 

供給処理施設 2 6 2,023.5 1.9% 0.8 

公営住宅 63 168 26,176.4 23.9% 9.8 

その他 30 31 4,829.9 4.4% 1.8 

計 145 323 109,357.1 100.0% 40.9 

 

施設分類 
築 10 年 

未満 

築 10 年以上 

20 年未満 

築 20 年以上 

30 年未満 

築 30 年以上 

40 年未満 

築 40 年 

以上 
計 

市民文化系施設 0.0 0.0 784.5 2,048.4 2,526.2 5,359.1 

スポーツ・レクリエーション

系施設 
753.7 137.4 1,074.4 3,787.3 2,512.4 8,265.2 

産業系施設 2,337.0 1,347.1 7,382.9 11,166.3 5,403.8 27,637.1 

学校教育系施設 234.8 0.0 2,806.0 10,180.1 7,176.7 20,397.6 

子育て支援施設 0.0 0.0 1,361.0 0.0 295.4 1,656.4 

病院施設 0.0 0.0 0.0 497.7 2,333.3 2,831.0 

保健・福祉施設 1,470.4 238.5 1,409.9 0.0 494.4 3,613.2 

行政系施設 24.7 191.3 1,464.8 4,886.9 0.0 6,567.7 

供給処理施設 0.0 220.0 467.0 0.0 1,336.5 2,023.5 

公営住宅 2,554.0 1,671.6 6,288.2 7,062.5 8,600.1 26,176.4 

その他 308.7 119.3 1,274.0 798.3 2,329.6 4,829.9 

計 7,683.3 3,925.2 24,312.7 40,427.5 33,008.4 109,357.1 

割合 7.0% 3.6% 22.2% 37.0% 30.2% 100.0% 
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【前提条件】

Ｃ：公共施設及びインフラ施設の直近１０年間及び計画期間内の財政効果額　（単位：百万円）

　

7

猿払村公共施設等総合管理計画　令和6年3月改定
猿払村役場　TEL：01635-2-3131

本計画に基づく財政効果公共施設（建築物）の管理に関する基本方針と各施設の方向性

インフラ系施設の管理に関する基本方針

【①市民文化系施設】 【②スポーツ・レクリエーション系施設】

【⑦保健・福祉施設】

【③産業系施設】

【⑨供給処理施設】 【⑩公営住宅】

【⑪その他】

【⑤子育て支援施設】

【④学校教育系施設】

【⑥病院施設】

【③上水道】

【①道路】

【⑧行政系施設】

【④下水道】

【②橋梁】

Ａ：単純更新費用：既存施設を耐用年数経過時に単純更新した場合の経費見込み

Ｂ：個別施設計画に基づく対策効果を反映した経費見込み

Ｃ：公共施設及びインフラ施設の直近１０年間及び計画期間内の財政効果額

単純更新費用 A ― 個別施設計画等の対策額 B ＝ 財政効果額 C

市民文化系施設は農村環境改善センター、浜猿払交流センターなど

11施設11棟があります。

地域集会施設が中心となっており、老朽化が進んでいる施設が多い

ことから利用者が安全に利用できるように計画的な改修等の検討を

進めます。

産業系施設は猿払村営牧野育成舎、猿払村堆肥センターなど７施設

34棟があります。

主産業を支える施設であることから各施設の老朽化の進行状況を総

合的に勘案し、長寿命化を図りながら、施設の適切な管理に努めます。

スポーツ・レクリエーション系施設はスポーツセンターや道の駅さる

ふつ公園など６施設25棟があります。

健康増進、観光拠点施設として村内外の多くの方々が安全に利用

できるように計画的な改修等の検討を進めます。

学校は各小中学校、学校給食センターなど10施設28棟があります。

令和２年２月に策定（令和５年３月改訂）した猿払村学校施設等長

寿命化計画に基づき長寿命化を図りながら、施設の適切な管理に

努めます。

病院施設は猿払村国民健康保険病院、浅茅野診療所など4施設5

棟があります。

今後の人口推移、患者動向を考慮しながら、施設の安全性を前提

に施設の建て替えなど計画的な検討を進めます。

行政系施設は猿払村役場、消防猿払支署など７施設12棟がありま

す。

長寿命化を前提に計画的な改修等を行い、施設の適切な管理に努

めます。

保健・福祉施設は介護施設、保健福祉総合センターなど5施設5棟が

あります。

施設の安全性を大前提に、利用者が気軽に集まれるよう施設のバリ

アフリー化やニーズの把握に努めながら、施設の適切な管理に努め

ます。

子育て支援施設は保育所など2施設3棟があります。

子育て支援の拠点施設として園児や保護者等が利用しやすい施設

の在り方について長寿命化を図りながら、施設の適切な管理に努め

ます。

道路・交通網は、産業活動や日常生活を支えるとともに、人々の交

流を促進する重要な基盤です。道路パトロールなどによって路面状

況等を把握するとともに、更新需要の平準化に向けて計画的な整備

に努めます。

今後急速に増大する老朽化橋梁を計画的・効果的に保全するため、

計画的な修繕や定期的な近接目視点検などを通じて、損傷等を早

期に把握し、長寿命化につなげます。

持続可能な循環型社会の実現に向けて、安定的な下水道サービス

を提供するため、健全な下水道事業の運営を目指します。

水の安定供給のため、給配水管のループ化や漏水に伴う大規模断

水を未然に防止するためにも、継続的な漏水調査の実施による漏水

箇所の早期発見、早期修繕に務めるとともに、水道施設が村民生活

を支える重要なインフラであることを踏まえ、近年多発する自然災害

などに対応できるよう、非常時や災害時における危機管理上の観点

も考慮しながら施設の修繕等を検討します。

計画対策に必要な財源については、各種交付金・補助金が想定されます。

しかしながら、今後、生産年齢人口の減少に伴う個人住民税の減少が予想されることなどにより、本村の一般財源の大幅な増額は期待でき

ない財政状況を考慮すると、計画の推進は難しいものとなることが予想されます。

したがって、今後は、財源確保に基づいた実施事業の緻密な計画化を進めるとともに本計画の進捗をモニタリング及び中期財政計画と連

携しながら、計画の見直し・実行・検証を踏まえたPDCAサイクルを構築します。

公共施設等の将来の資産更新必要額と個別施設計画の財政効果の算定に際しては、総務省から提示された「令和３年度までの公共施設

等 総合管理計画の見直しに当たっての留意事項について」（令和3年1月26日）に基づき、財政効果額を算出しました。

算定は、個別施設計画や各種計画との整合性に鑑み、令和6（2024）年度から令和45（2063）年度までの40年間を対象として算出しま

す。

このなかでは各種個別施設計画で各施設の「今後の方向性」として示した長寿命化の対策内容を実施した場合の概算更新費用のシミュ

レーションを行っています。算定に当たっては、各種個別施設計画や施設カルテの抜粋となります。

令和６（２０２４）年度から令和４５（２０６３）年度までの４０年間における本計画及び各種個別施設計画推進による財政効果は約260億円と

推計されます。

供給処理施設は猿払村一般廃棄物最終処分場、猿払村リサイクルセ

ンターなど2施設6棟があります。

施設の安全性を大前提に計画的な改修等を行い、施設の適切な管理

に努めます。

公営住宅は各公営住宅、教員住宅など59施設163棟があります。

今後も猿払村公営住宅等長寿命化計画及び職員住宅管理計画に

基づき、住宅の適切な管理に努めます。

その他の施設は猿払村火葬場、各バス待合所など30施設31棟があります。

施設の安全性を大前提に各施設の老朽化の進行状況や利用状況などを総合的に勘案し、施設の適切な管理に努めます。

種別 対象施設 
単年度の 

財政効果額 

40年間の 

財政効果額 

1 公共施設（学校教育系施設・公営住宅を除く） 460.4 18,417.1 

2 学校教育系施設 80.0 3,200.0 

3 公営住宅 27.2 1,088.0 

4 道路 - - 

5 橋りょう 83.3 3,333.3 

6 上水道 - - 

7 下水道 - - 

合計  650.9 26,038.4 

 

本村においては、公共施設、インフラ資産の多くが高度経済成長期の急激な社会環境の変化に追随する形で建設が行われてきましたが、

現在ではその多くで老朽化が進んでおり、改修や更新、除却などが必要となってきています。加えて、人口減少社会への突入という大き

な社会構造の変化を迎えることとなり、現役世代の負担は今後も増大していくことが見込まれています。人口の減少に伴って、一人あた

りの施設の維持費も増大していくことから、現役世代の負担を少しでも軽減させていかれるような取り組みが必要です。利用が見込め

ない施設・建物は除却を進めていくことで、維持管理費を削減するとともに、施設・建物周辺の安全性を確保することができます。

限られた財源の中で、今ある施設をできるだけ長く使えるようにしていくこと、利用する人がより使いやすくなるようにしていくことが、こ

れからの公共施設に求められる性能の１つとなります。また、社会・経済情勢の変化に適宜対応できるような設備、性能を持つ施設に転

換し、今までの単独使用目的の建物から、複数使用目的の建物にしていかなくてはなりません。「あればいい」という公共施設等のあり

方から脱却し、「公共施設等を利用して何ができるか」という可能性を常に探っていくよう、努めていく必要があります。

本村に所在する、各公共施設、インフラ資産のあり方について、本計画の策定を契機として見直し、その性能をより発揮できるような環

境づくりに努めます。


